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1 ，研究の背景 と目的

　近年、若年者を めぐる社会 ・経済環境は大 きく

変化 して きた。新規学卒者の 就職が 「間断 の ない 」

もの で はなくなり、非正規雇用に就くもの も例外

とは い えなくなっ た 。 少子化もますます進展 しつ

つ ある。こ うした なかで、就職 して結婚 し、子 ど

もを もつ とい っ た ライフ コ ース の ありか た も変化

しつ つ ある。 そ の 背後には 、 どの よ うな若年者の

意識の変化がある のだろ うか 。

　うえ の ような問題 関心にも とづ き、本研究 で は、

現代 日本に お ける若年者 の 意識を、高卒者を追跡

するパ ネル 調査 と、日本全国 20〜34 歳の男女を対

象に実施 した 2 つ の 調査を用 い て分析する。 こ れ

らの調査の詳細につ い ては、「若年者の キ ャ リア と

意識に関する実証研究 （1）」 を参照された い 。

　具体的には 、 進路 （キ ャ リア）お よび ライ フ デ

ザイン に関する意識 とそ の変化、ア メ リカ ・
イ ギ

リス の 若年者 との 子 どもを持 っ こ とに関す る意

識 ・性別役割分業観 の 比較、若年者の 不安感 とい

っ た点に っ い て検討する。

2 ，キ ャ リア デザイ ン ・
ライ フデザイ ンの 分析

（1）　 問題の設定

　本セ ク シ ョ ン で は 、若年層の キ ャ リア デザイ

ン ・ライ フデザイ ン の実態を 、
「30 歳の時に どの

ような働 き方をし て い た い か 」 とい う問へ の 回答

を中心 に分析 し、明 らかに して い く。

　高等教育進学率 の 上昇に よ る労働市場 へ の 参

入年齢の 上昇 、 晩婚化 ・非婚化 ・初子出産年齢の

上昇に よる 20 代後半 ・30 代前半の女性労働力の

増加、非正規社員の 増加など、労働をめぐる状況

は変化 して い る。こ の よ うな状況に お い て 、若者

の 「働 く」 こ とをめ ぐる意識 も少 なか らず影響を

受けて い るの ではない だ ろ うか。

　キ ャ リア デザイ ン とライフデザイ ン は、非常に

密接な関係にある。 こ の 2 つ の デザイ ン は、人生

にお い て 、い かに働 い て い くの か／働かない の か、

そ して、い かに生 きて い くの か とい うこ とであり、

若 い 時期 に描い た将来像は 、 そ の 後 の 人生に少 な

か らず影響を与 えると考え られ る。これ まで 、職

業ア ス ピ レーシ ョ ン （林 2001； 岩永 1990 ； 片瀬

1990
，
2003 ； 中山 ・小島 1979；Sewell ，　 Haller，＆

Portes　　1969；　Sewe11
，　Haller，　＆　Ohlendorf

1970； 新谷 1996； 岩木・耳塚 1983； 苅谷 1986； 耳

塚 1988）、 女性の 進路分化 （神林 2000）、キ ャ リア

ア ス ピ レ
ーシ ョ ン （林 2001

，
2002； 佐藤 2007）な

どの 分野にお い て も、若者の将来像 をとらえる研

究が行われてきた 。

　分析には、高卒パ ネル の 高校生調査 （基本年）

と第 3 次追跡調査 （高卒後 3 年目） を用 い 、高校

3 年生の時点と高卒後 3 年 目におけるキ ャ リアデ

ザイ ン とライ フデザイ ン の実態とその 変化を他の

要 因 との 関連か ら検討する。
パ ネル デー

タ の メ リ

ッ トを活か し、個人の 意識が どの よ うに 変化する

かにつ い て も明らかに で きる とい うこ とは、職業

意識の 発達とい う観点か らも、重要な意味を もっ

と考え られ る。

（2 ）キャ リアデザイン ・ラ イフ デザインの 実態と変化

　それぞれ の 時点で選択された希望する働きか た

の分布 を男女別 に み る と、男女 とも に 「正社員」

が最も多い が、男子では増加 （高校 3年生 ：67．　5％
→ 高卒 3 年目 ：81．8％〉、女子 で は減少 （58．5％→

56，脳）と違い が見 られた 。 また 、 自営は男女 とも

に減少 （男子 21．7％→ 12．跳、女子 19．1％→ IL　I°fo）
して い るが、女子で 「専業主婦 （11．4％→ 18．　8％）」
「ア ル バ イ ト

・パ ー
ト他 （5．2％→ 9．O％）」が増加す

るとい う女子 特有とも い える傾向が見 られた 。

　次に、2 時点間の変化 （表 1）を見ると、変化

が無か っ た者は、男子 で 87、9％、女子 で 57．1％と、

女子の 方が変わ っ た者が多い こ とがわか る。

　変化 の パ タ
ー

ン を大 まか につ か む た めに 「  正

社員＋ 自営」 と 「  専業主婦 ・主夫＋ ア ル バ イ ト・

パ ー
ト他＋未 定」 の 2 つ の カテ ゴ リ

ー
に分け見て

み ると、男子 で は、  →   は 2．5％に 対し、  →  

は 7．6％と働 く意思が 高まる者が 多い の に対 し、女

子では、  →   は 19．　1％に対し、  →   は 10．3％

と働く意思が弱まる者が多い 。こ の よ うに、男女
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で は、高校卒業後 3年間の 期間におけるキ ャ リア

デザイ ン ・ライフデザイン の 変化の違い が見られ

た 。
こ の こ とは 、 年齢を経るに従い 、「働 く」 とい

うこ とに対す る知識 （労働市場 や労働環境の 現状

な ど）の増加やキ ャ リア デザイン
・ライフ デザイ

ン の 具体化に よっ て影響を受 けた可能性が示唆 さ

れる。

表 1．キャ リアデザイ ン ・ラ イ フデザイ ンの 変化

　　　　　　　　 　　　　　　 （総計に 対する％）

　 　 　 　 　 　 高卒3年 目

　　　　　i専桑 　アルガイ

正社員　 自営 1 主 婦 　 卜W 一
ト　 未定　 合計

　 　 　 　 　 1・主夫　　 他

男憔　正 社員　　 62．1

（n＝198）自営 　 　 　 14．6

　　
’
アル，ベイト

・
　 　 　 　 　 　 　 0．5
　 　 パ一ト他

　 　 未定　　　　5．6

4．5i6

，6 ・

1．OlO

．5 ；

O．0　　　0．5　　　　1．5　　　68．7

0．0　　　　0．5　　　　0．0　　　21．7

O．0　　　0，0　　　0，0　　　 1．5

0．5　　　 0、0　　　　1．5　　　　8．1

高
校

3
年

生

合計 82，8　　　12，6　：　　 0．5　　　　1．0　　　　3、0　　　100．0

女性　正 社員　　 CO．9

（n ＝320）自営 　 　 　 8，8

　　 辱 業主
　 　 　 　 　 　 　 2，5
　 　 婦・主 夫

　 　 アルハ

’
イト・

　 　 　 　 　 　 　 1．9
　 　 パ

ー
ト他

　 　 未定　　　　3．i

1，616

．glO

，610

，012

・21

S．1　　　 5．0　　　　2．2　　　57，8

1．6　　　　1．3　　　　0．9　　　19．4

7．5　　　0、9　　　　α0　　　てt6

1．g　　　　亅．6　　　　0．0　　　　5，3

0，0　　　　0．3　　　　0．3　　　　 5．9

含計 57．2　　　11．31　 19．で　　　 9．1　　　3．4　　100．0

（3）何が変化をもた らすの か

　 「キ ャ リアデザイ ン
・
ライ フ デザイ ン の 変化」

は、どの よ うな要因に よるもの なの か を多項 ロ ジ

ッ トモ デル によ り推定 した。 独立変数として 結婚

希望年齢や子どもをもつ 希望年齢の変化、仕事に

対す る意識 （重要度、高校在学中の 進路選択に対

す る 不安）、本人 の 属性 （現在 の 状況、性別）など

を用 い た 。 結婚希望年齢や子 どもをもつ 希望年齢

の 変化は、密接な関連があると考えられたが、意

外に も効果 は見 られなか っ た。
一方、仕事に対す

る意識や本人の 属性では、有意な効果が見られた。

　以上 の よ うに 、 キ ャ リアデザイン ・ライフデザ

イ ン は、卒業後 3年を経て、男子では 9割弱で変

化がない が 、女子 で は 6割弱に留まる。また、変

化の あ っ た者で は 、男子が働く意思が高まる傾向、

女子 で は弱 まる傾向 の 者が多い など、性別 に よ る

変化 の 違い が確認で きた。

　　　　　　　　　　　　　　　 （元治 恵子）

3 ． 日米の若者の 「子 どもをもつ こ と」

（1）問題の 設定

　前節では、若年層の キ ャ リアデザイ ン ・ライ フ

デザイ ン に注 目したが、本節で は キ ャ リア デザイ

ン ・ライ フデザイ ン を描く うえで決定的に重要な

要素とい える 「子 どもをもつ こ と」 に対する若年

層の意識 とそ の規定要因 に注目す る。

　周知 の とお り、日本の 少 子化は急速に進行 して

い るが、そ の 背景要因 として 、仕事 と家庭 の 両立

困難や若年層の 生活基盤の 不安定化等に よ る晩婚

化 ・非婚化 の 進行があげられ て い る。 男女雇用機

会均等法の施行 （1986）以来、男女共同参画 と仕

事 と家庭の 両立支援の ため の制度が徐 々 に整備 さ

れ てきた もの の
、 男性の 育児休業取得率は低率に

とどまっ てお り、 出産 ・
育児を理由に退職する女

性 の多さに変化はない。ワーク ・ライフ ・バ ラン

ス の 困難が、多くの 若者に出産を先送 りさせ て い

る （武石 2006、萩原 2006、樋 口 2006）。
また 1990

年代末以降の 景気後退期に正規雇用が減少 し、 非

正規雇用が増加 した結果、こ の 10年余 りの 問に学

校を卒業した若年層の多くは、正規雇用 と比 べ て

雇用条件が 著し く劣る非正規雇用 に従事して お り、

経済的に極めて不安定な生活を余儀なくされて い

る。 こうした若者に とっ て、生活上 の 困難が子 ど

もを産み育て る障壁 となっ て い る （本田 2007
、 熊

沢 2006＞。

　 こ の よ うな状況におかれた若者た ちは 、 子 ども

をもつ こ とにつ い て、どの ように考えて い るの だ

ろ うか。どの ような属性や経験をもっ 若者が、子

どもをもっ こ とに価値を見出し て い な い の だろ う

か
。 働くこ とや経済的に独立する こ とに対して漠

然としたイメージ しか もて なか っ た高校生の時点

と、就職や進学を経験してよ り具体的なイメ
ー

ジ

をもつ こ とがで きるよ うにな っ た高卒後 の 時点 と

で は 、 子 どもをもつ こ とに対す る意識に違い はあ

る のだろ うか 。
こ こ ではアメ リカ の 高校生 を合わ

せ鏡として、日本の 高校生 の 特徴を捉えるととも

に、子どもをもつ こ とに関する価値観 の 規定要因

を、高校在学中と高卒後につ い て 明 らか にする。

　分析に用い るの は、日本の 高卒パ ネル 基本年調

査・第 3次追跡調査 （高卒後 3年 目）・保護者調査、

お よび ア メ リカ の NELS第 2 次追跡調査 （第 12学
年）・保護者調査 へ の 回答がそろ っ て い る対象者 の

デー
タで ある。 若年パ ネル 調査では 、 日米 比較が

可能 となるよ うに 、 NELS調査 と
一

部共通の 項目を

設定 してお り、こ こ で注目する 「子 どもをもっ こ

と」 の 重要性に関する項 目もそ の
一

つ で あ る。表

2 の とお り、日米の若者の約半数が 「子 どもを も

っ こ と」 を 「とて も重要」 と回答 して い るが、16
〜17％が 「重要で はない 」 と回答 して い る。 なお

日本の 2 時点の 回答を比較 してみ ると 、 回答に変

化がなか っ た の は 55．8％、高校 3 年生よ りも高卒

後 3年 目の価値づ けが 高くなっ た の が 24．1％ 、 低

くな っ た の が 20．1％で あ っ た。
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表 2 ．「子 どもをもつ こ と」 の回答分布（％ ）

重 要 で

はない

少 し 重

要

とて も

重要  

日 高卒

高 3

15．916

．933

，934

．350

．248

．8289432

米 高3 16．439 ．044689 フ3

（2 ） 「子 どもをもつ こ と」 を重視しないの は誰か

　 「子 どもをもっ こ と」 の 重要性を従属変数、若

者 の 家庭 と本人の属性や経験を独立変数 とす る順

序 ロ ジ ッ ト ・モ デル を用い て、い かなる要因が子

どもをもっ ことの 価値づ けを規定してい るの かを

検討 して み る。まず基礎的な属性 （母学歴 ・世帯

収入 ・性別 ・高校タイプ ・成績）の みを独立変数

とする〔モ デル 1〕で 日米 の 高校生を比較する と、

注 目すべ き違い として、子 どもをもつ こ とをア メ

リカ の女子は重視 （p〈．001）する の に対 して 、日本

の 女子は重視 しない 傾向にある こ とがわかる。両

国共通の 特徴 と し て は、低所得層 （中所得層が基

準〉（日米 pく．01）お よび高学歴層 （母親が大卒以

上） （中 ・高卒層が基準） （日米 p〈．05）が 、 子 ど

もをもつ こ とを重視しなし傾 向にある 。 また交互

効果に よ り、 高学歴層の 女子 が とくに重視 しな い

傾向にあり （日 p〈．10，米p〈．05）、 ア メ リカ で は

低所得層の女子 も重視しない 傾向にある（p＜．05）。

　したが っ て両国にお い て 、 子 どもを もつ こ とを

重視して い るの は、中所得層で中〜 低学歴層の母

親をもっ 高校生を中心 とするグル ープ で あり、重

視し て い ない の は、職業機会が比較的開かれて い

たために仕事と家庭の 両立や選択に悩んで きたで

あろ う高学歴層 の 母親をもっ 高校生 と、さま ざま

な経済的困難を抱えてい るであろ う低所得層の 高

校生とい える。 そ うした状況の な か で も、ア メ リ

カの 女子が全体と して は子 どもを もっ こ とを重視

する傾向にあるの は、1980年代 より企業の 自主的

取 り組み として 手掛 けられて きた ワ
ー

ク ・ライ

フ ・バ ラン ス 措置が相対的に機能 して い るか らで

あろ う。 これ らの 特徴は、保護者の 子 育て観、親

子 の 会話頻度、高校生 の価値観に 関わ る独立変数

を挿入 して も変化 しなか っ た 〔モ デル 2〕。

（3 ）変化をもたらす要因

　 〔モ デル 2〕を高卒者に適用すると 〔モデル 3〕、

興味深い こ とに、低所得層の有意な負の 効果は消

え 、 低所得層 の 女性 （交互効果）は子 どもをもつ

ことをむ しろ重視 （p〈．05）するよ うになる。高校在

学中の 「着地不安」 （進路選択に対する不安）と高

校卒業後 3年 目 の進路に関わる変数を加え ると

〔モ デル 4 〕、着地不安ス コ ア が中位（pく，05）また

表 3．子 どもを持 つ ことを璽 視する価 値観の規定妻 因 （高校3 年時と高卒 3年 目）

子 どもを持 つ こ との璽要 性

高校 3 年生 高卒 3年 目

モ
ー

ル 笥 モ
ー

ル 2
　一
モ 丁 ル 3 モ

ー
ル 4

　一
モ γ ル 5

日本 アメリカ 日本 アメリカ 日 日本 日本

母 学歴　　 　 　 大学
・
大学院

一
〇，990 申 一

〇．0748 一D，671 一
〇．L64 一

〇．870 一
〇，961 ＋

一
〇1934　．

短大
・専 門学 校 一

〇．B60 ．0臣 ＋ 0．358 一
〇．042 一

〇．14k 一
〇．5呂0 一

σ
廴
4餌

〔基準 ：中学
・
高校〕

世 帯年収　　　　高所得
一
〇．2300 ．D98 一

〇．4280 ．D93 一D，300 ・0．353 一D．349
低所得

一G．901 事事 一
〇．21了韓 一

〇．812 寧 一
〇、254 率卓 D．L31 一

〇．019 一
〇．082

〔基準：中所得〕

子 育て観 　　　　禄会 性 璽 視〔0〜24〕 0．06了 0、0230 ．0870 ．口 60 、104
勤 勉さ重視〔0〜24 〕 0，055 一

〇．0博 0．02弓 0，003 一
〇．004

親 子 関係　　　 会 話頻 度 〔0〜14〕 σ．0090 ．OI20 、且26察 O．且25‡ 0．1〔15
【本人 属性 （高 校 3 年 生 〉】

性別　 　　　　 女 性 一
〇．H90 ．593 亨榊 一D．581O ，572 廓舮事

一
〇．563 ・o，449 一

〇．ig5
〔基準 ：男性〕

学校種別　 　　 進学系
一
〇，4E20 ．D6哩

一
〇．238D ，OD3 一

〇．303 一
〇．584 一

〇，665
進路多様系

一
〇，02t 一

〇、12i 一
〇．且OD 一

〇，且33 一〇．139 一〇．2｝6
一
〇、34了

職 粟 系

成 綬 　 　 　 　 　 〔1〜5〕 一
〇，0190 ，0030 ．0530 ．DQ50 ，1760 ．M ア 0．117

仕 事 で成 功 する　とても重 要 0．OM0 ．42D ホ榊 ．0．L46 一
〇．163 ．0．no

〔基準：少し重要・重要で はない 〕

人の 役に 立 つ 　　とて も重要 且．4i8 ＊＊掌 0．510 ホ榔 0．994 耡 ＊ 0．972 脚 1．000 寧＊
〔基 準 ：少 し1 要 ・1 要 ではな い〕

着 地 不 安　　　　高位 （12〜15）
一
且．052 ＋

一
〇．991 ＋

中位 （7〜11）
一1．且99 率 一1，279 ＊

低位 （4〜6）

【本人属性 （高卒3年 目）】

進路 　 　 　 　 　 正社 員
一
〇、503 一

〇．291
非正 社 員

・浪 人 ・無職
一
〇．760 ＋ 一

〇、655
大学

・
短大

・
専門学校

社 会支 援 　 　　 　子育 て支 援 知識 〔7〜28〕 0．122畔単

互 　 用

大学 ・大学院 x 女性
一i．016 ＋

一
〇．304 ホ 一

〇，832 一
〇．39ε舛 一

〇，682 一
G．655 一

〇．4闘
短大

・
専門学校 X 女 性 一

〇．0 且5 一
〇．122D ．399 一

〇．214 ＋ 一〇．028 一
〇．h49o ．143

高所得 x 女性 0，7760 ，0380 ．677o ，ml0 ，550D ，534O ．380
低所得 x 女性 一

〇．382 一
〇，256 審 一

〇．塩iD 一D．221 牢 1、461 ＊ 1．253 き o、856
切　 　 　 では よい 一3．323 ＊＊

一
匸、842 僻 や

一
〇，605 一1．926 半牌 2．D22 ＋ 0．3331 ．20弖

切 片〔少し璽要〕
一1．5390 ．074 L．3260 ．0323 ．8672 ．2493 ．199

サンプル 数 40且 6，了85 35了 6，500 229 228 226

一2 対数尤度 527．932 且3、507．220667 ，2臼012 ，938．4D8430 ．OO3418 、5374D1 、421

一217一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

は高位（pく．10）、 非正規雇用 ・浪人 ・無職 （大学

短大 ・専門学校が基準） とい っ た不安定な地位に

あ る （p〈．10）高卒者が重視 しない 傾向にあ る こ と

が 分か る。
こ の こ とは 、 学校か ら職場 へ の移行に

お い て相対的に不利な地位にあっ た低所得層が、

高卒後には進学や正社員就職に成功 した もの と、

そ うで な い もの とに分化 したこ とを示唆してい る。

　子 どももつ こ とを重視する傾 向を強 める要 因

として、親子 の 会話頻度 （高校在学中）〔モ デル 3 ・

4 （p＜．05）〕、「人の役に立 っ こ と」 を重視する価

値観 〔モ デル 2 〜 5 （p〈．001〜 ．01）〕、および 子育

て支援に っ い て の 知識 〔モ デル 5 （pく，001）〕があ

げられる。円満な親子関係 の 経験は、家族形成 へ

の 強い 動機づ けとな るの で あろう。「人 の 役に立

っ 」 とは 、具体的には 「自分 の 与えられた役割を

責任をもっ て 果たす（とてもあてはまる：60．2％）」、
「身近な人 々 と助け合 っ て生活する（同 ：41．（Y・）」、

「見知 らぬ 人 で も困 っ て い れ ば助 ける （同

39．　5 °

／。）」 こ とを意味 して い る。出産育児休業 ・児

童手 当 ・職場の両立支援制度 ・保育所入所要件 ・

育児相談・幼保
一一

元化・合計特殊出生率 とい っ た、

子育てに対する社会的支援に関わる情報の 普及は、

若者 の 育児不安を解消 し、子 どもをもつ こ とに前

向きになる こ とを支える重要な要因とい える。

　　　　　　　　　　　　　　　（深堀　聰子）

4 ．不安に対する年齢
・
世代の効果

　（1）問題関心

　現代 の 若者の 特徴と して 、
「着地 不安」 （岩見

2005）・「や りた い こ と志向」 （下村 2002）・苅谷

（2001）が
一

部 の 若年層にっ い て指摘 した 「自己

有能感」 と、そ れ と対をなす 「自己無能感」（斎藤
2005）な どが あげられ て い る。 佐藤 （2006）で は 、

高卒パ ネル 基本年調査をもち い て 、着地不安が 自

己無能感 ・や りたい こ と志向 ・現在志向などと深

く結び っ い て い る こ とを実証的に明らか に した。

　 と こ ろで 、 着地不安の よ うな不安は 、 近年の若

者に特有なもの なの だろ うか。こ の 世代は バ ブル

崩壊以降に生まれ 、長 引く不況 の なか で成長 して

きた。もし、近年の若者に特有の 不安であるとす

るな らば、こ うした影響に よるもの だと考える こ

とが で きる。 あ るい は、経済的な低調と格差拡大

がい われ る社会的閉塞感な どに由来する時代的な

不安であ り、実は どの年齢層で も不安が高ま っ て

い るの か もしれない 。それとも、どの 世代で も共

通 して 、
一定の年齢層で経験する不安なの だ ろ う

か。っ ま り、こ の 不安が世代効果であるの か 、 時

代効果で あるの か、年齢効果で あるの か とい う問

題である。

　実際、何 らか の 現象が若者の 特徴で あ る こ とを

実証的に示すためには、少なくとも他の 世代と比

較 して 、その現象が若者で とくに顕著にみ られる

こ とを明らかにす る必要がある。さらに 、その 特

徴がそ の世代に特有の もの である とい うためには、

年齢効果で はな く世代効果で あるこ とを示 さなけ

ればならない
。

　けれ ども、 1時点におけ る ク ロ ス セ ク シ ョ ナル

なデー
タでは 、 年齢効果と世代効果を分離するこ

とはで きない。もちろん、現実には年齢効果 と世

代効果の両者は完全 に独 立で は なく相互 に依存 し

て い るはずだが 、 その い ずれが優勢で あるかをみ

る必要がある。そ こ で、年齢効果 と世代効果、さ

らには時代効果を分離するため、
一
般には、複数

年度にわたるク ロ ス セ ク シ ョ ナル なデー
タをもち

い た コ ホー ト分析がお こ なわれ る。官庁統計の よ

うな集計デー
タで も 、 SSM （「社会階層 と社会移動

全国調査 」）の よ うなミク ロ データで も、コ ホー
ト

分析は可能であ る。 ただし、コ ホ
ー

ト分析をお こ

なう場合でも 3 っ の 効果を完全に分離する こ とは

技術的に困難で あ り、ク ロ ス セ クシ ョ ナル な分析

に よる知見によっ て補い つ つ 解釈をお こなわ ざる

をえない （グレ ン 1984）。

　パ ネル データ分析は、コ ホー ト分析と類似 して

い るが 、
コ ホ

ー
ト分析とは異な り、

パ ネル データ

で は同じ対象者が比較分析される とい う点に違い

がある 。 そ の ため 、
コ ホ

ー
ト分析 で は集団間で相

殺 され て しま うよ うな個々 人 の 変化 の 総 量 も測 定

できる 。 とは い え 、
パ ネル デー

タをもち い た場合

で も、年齢効果 と時代効果を確実に分離する こ と

はできない。こ こ で もやは り、ク ロ ス セ ク シ ョ ナ

ル な分析によ っ て 補完する必要が生じる。

　本セ ク シ ョ ン で は若年パ ネル 調査の基本年調査

データを もちい て ク ロ ス セ ク シ ョ ナル な分析をお

こ ない 、若年者 の 不安が年齢効果で あるの か世代

効果で あるの か に つ い て、い くつ か の 仮説を提示

する こ とを目的とす る。 具体的には 「社会 で うま

くやっ てい けるか不安だ」 に対する回答を もちい

る。 こ こ で の 仮説 を用意す る こ とによ っ て 、今後、
パ ネル データが構築 された際の分析に対 し、何 ら

か の 指針を得 る こ とも可能になる だ ろ う。

（2 ）世代によ っ て異なる不安

　若年パ ネル 調査は 、基本年調査で満 20−34 歳

を対象として い る。そこで 、 20−24 歳、25−29

歳、30−34 歳の 5 歳刻み に した。図 1 は、各年

齢階層を男女別 に して 、
「社会で うま くや っ て

い けるか 不安だ 」に対 して 「とて もあて はまる」

「ややあてはまる」 と回答 した比率を示 した も

の である。なお 、高卒パ ネル 基本年調査の デー

タ も 、 参考まで に図示 してある 。
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％　 　　 図 1 「社 会で うまくや っ ていけ るか不安 だ亅〔「とて も抄 「や 恟 あて は ま る ｝
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高校3年生　　　　　20代 前半　　　　　20 代 後半　　　　　30 代前半
（N昌7437）　 　　 　 （N三956）　　 　 　 〔N尋101丿）　 　　 〔鵬 13糊

　図 1か ら、男女 とも、年齢が若い ほ ど不安が

強い こ とが 明らか である。高校 3年生に っ い て

は別 の 調査で あるため比較はで きない が 、20 代

前半か ら後半にかけて は約 17 ポイン トの 減少

で ある。 図には示 されて い ない が 、
「とて もあ

て はまる」 の 比率に着 目す ると、男性で は 20

代前半か ら後半に か けて 23．oe／・一一・9．1％、女性

20．2％→ 10．0％ と半減 もし くは それ 以上 の 減

少 を示 して い る。

（3 ）不安の 規定要因

　こ こで は 、 不安を従属変数 とした重回帰分析

をもちい る。 独立変数は 、 性別 （男性ダミ
ー
）、

結婚状況 （未婚ダ ミ
ー、離死別ダ ミー、【基準 ：

既婚有配 偶】）、職業の 有無 （有職ダミ
ー
）、子

どもの 有無 （子 ど もダ ミ
ー
）、 初職 の 就業形態

（非正規ダ ミー、自営ダミー、【基準 ：正 社員 ・

正職員】）の 5 つ で ある 。

　まず、サ ン プル 全体 （N；2954）につ い て分析

をお こ なっ た とこ ろ 、 有意な効果をもつ 変数は、

未婚ダ ミ
ー （p〈0．001）、有職ダミー （p＜0．001）、

初職非正 規 ダ ミ
・−

p〈0．001）、子 どもダ ミー

（pく0．1）で あ っ た。未婚で現在働い てお らず、

初職が非正 規で あっ た経験 をもっ て い る と不

安が強 くなる傾 向がみ られる。 さらに、子 ども

が い ない 場合には 不安が強 くなるようで ある。

性別に よる影響は有意では なか っ た 。

　未婚で ある こ とと子 どもをもたない こ とは 、

現在の 目本で はほ ぼ リ ン ク して い る こ とか ら、

年 齢を重ねて家庭をもつ よ うになれば不安 は

解消 されるよ うに見え る 。 また 、 近 年の就職状

況を考えれば、現在無職であ っ て も、いずれ就

職した ときに は、やは り不安は解消され る可能

性 もある。 その よ うに考えれ ば 、 不安は年齢効

果に よるとこ ろが大 きい の か もしれ ない
。 た だ

し、初職 が非正規であ っ た経験の 有無は学卒時

の 労働 市場に依存 し、そ の 経験は特定 の 世代に

集中して い る こ とか ら、部分的には世代効果と

い えると考え られる。

　続 い て 3 つ の 年齢階層別に 重回 帰分析 をお

こなっ た 。 20代前半では初職非正 規の影響が最

も強 く、未婚は有意で は なか っ たの に 対 して 、

20 代後半 と 30 代前半で は初職非正規は有意で

はなく、未婚が有意 となる。 また 、どの 年齢階

層で も現職の 有無は 10％水準で有意だ っ た。 こ

れは、年齢に よっ て不安と結び つ く要因が異な

るこ とを意味する 。 同
一

の 構造の なか で不安が

軽減されて い くの では なく、 不安を感 じ る構造

が変化す る可能性 も考えられる。パ ネル データ

に よ っ て これ ら の 点 を検討す るこ とが今後の

課題 となる。　　　　　　　　　 （佐藤 香）

5 ． 性役割意識と結婚行動

（1）国際比較と使用データ

　本セ ク シ ョ ン の 目的は、前セ ク シ ョ ン で も用 い

た若年パ ネル 調査 の 項 目と、海外で 行われ て い る

類似調査 とで 分析結果を比較 し、 そ の解釈 を深 め

る こ と、ならびに、海外におけるパ ネル調査のデ
ータを利用 した分析を行い 、ク ロ ス セ クシ ョ ナル

なデータを用い る際 の 問題点 、 今後 の 若年パ ネル

調査 の 可能性を示す ことにある 。

　我々 の研究グル ープ の若年パ ネル 調査 は、同種

の調査が 日本国内で 非常に稀に しか行われて い な

い こ とを鑑み、時系列で結果を追跡する意義の あ

る項 目を精選 して 質問項目の 作成を行 っ た 。 そ の

際、海外 （特に米英）で の豊富な大規模パ ネル 調

査 の経験を参考に し、特に意識につ い ては、国際

比較が 可能な項 目を選択した。 本セ ク シ ョ ン で は

若年パ ネル調査 の 設計時 に 参考に した代表的 なパ

ネル 調査 の
一

つ で ある British　Household　Panel

Survey（BHPS ）の デー
タを併用する 。

（2）パネル調査を用い る意義

　男女共同参画社会が浸透 しっ つ ある今 日、その

実現を阻むもの として  仕事 と家庭を両立する こ

との で きる社会制度やイ ン フ ラの未整備、  人々

（特に 男性）の 変わ らない 意識、が求められる こ

とが多い。特に  の意識の 問題は 、
「変わる必要が

ある」 とい う呼びかけは しば しばなされ るが、そ

れがそ の まま功を奏するわけ で はな い。っ ま り男

女平等に向けて 、 意識が変化す るの は何によっ て

なの か とい っ た こ とが追究 され なけれ ばな らない。

　これま で
一

般的に行われて きた の は、ク ロ ス セ

ク シ ョ ナル なデー
タを用い 、意識を予測する と推

定され る属性や要因を独立変数に投入す るもの で

あ っ た 。しか し独立変数が明 らか に 過去 の こ とを

示す の な ら別 だが 、 基本的には こ こ で 立 て られ た

推定式の因果関係は研究者の 組み立てた もの で 、

真の 因果関係 とは限 らない。また、意識の 「変化」
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を捉えて い るデー
タで もない

。 要するにこ の推定

式は、様 々 な変数を考慮 （統制） した上で、さら

に どんな変数が意識に対して有意な関連をもっ て

い るか、とい うこ とを述べ て い るに過 ぎな い。

　そこ で個人 の観察できない （時間に拠 らな い）

不変の特性 （unobseryed 　heterogeneity）を考慮 した、
パ ネル データ特有の 分析方法が提案され る。今回

の 若年パ ネル 調査 で は BHPS と比較可能な性別役

割分業に関連する意識項目を 4 つ 設けて い るが、

こ こ で は GSS などで も用い られ汎用性が高く、ま

た結婚後の 性役割観 を典型的に示す 「男性 の 仕事

は収入を得 る こ と、女性の 仕事は家庭と家族の面

倒をみ るこ とだ （A 　husband’s沁b　isめ   money ；A

wife
’
s　job　is　to　look　a負er　lhe　home　and   ily）」 を用

い る。こ の質問に対す る回答は 5段階評価の 順序

尺度で ある。 しか し順序尺度を従属変数に した パ

ネル データ の 推定 は非常 に複雑で 、
Frijters　et

al（2004）の よ うな例 もあるが、まだ
一

般的 とは言

えない （特に固定効果モ デル ；北村 2005：109−117）
の で 、分析 目的に応 じて 「そ う思う」 「どちらか と

い えばそ う思 う」 と回答 した人を 1、そ うでない

人を 0 とするバ イナ リ
ー

な変数と して 処理 する。

（3）日英比較

　まず単純な ク ロ ス セ ク シ ョ ナル なデー
タに よっ

て 、 日英の状況を比較 した い 。 比較の ため 、 イギ

リス はBHPS の 第 1波 （1991年）のデー
タを用 い

、

サ ン プル も当時 20歳〜34歳に限定する。
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一

タは エ イト付 けしたもの で る。日 の 値には DK含 む〉

　 1991年当時のイギ リス の 同年代 と比 して も、日

本の 現在の 若年層の ほ うが相対的に こ の意見に賛

成する率が高い 。意識を予測する説明変数と して

  結婚状態の 有無 、   教育程度、  就業状態、 

年収 （本人 ・世帯）、  世帯人数、  年齢を考慮 し

た 。
こ の 意識 は家庭内や仕事をめ ぐる性役割に 関

す る こ とであるか ら、結婚状態や就業状態が意識

に反映する こ とは予測で きる。また
一
般に教育程

度が高い 人、若い 人は性役割に否定的であるとい

われ て い る。

　 日本 の 若年調査 で こ の 意識を従属 変数 とす る

順序 ロ ジッ ト分析を行 うと、 男女とも教育程度が

高い ほど否定の傾向が見出せ る。こ の結果は従属

変数をバ イナ リ
ーな変数に した ロ ジ ッ ト・モ デル

で も同様で あ る。収入や年齢の効果は見られなか

っ た
。 注 目すべ き点は既婚者の 効果で 、 男女 とも

有意な の だが 、 男性＝肯定、女性＝否定 と逆の効

果が見られ る 。 結婚生活 に求めるもの が、日本に

おい て男女間で乖離がある可能性が示 されて い る 。

　BHPS で も教育の効果は男女とも観察できる。

ただ し女性の み、結婚 して い る人ほ ど性役割に 肯

定的で 、逆に 世帯収入 が多い 人 ほ ど否定的で ある。

就業状態は同時に 投入すると有意ではなか っ たが、

世帯収入が効い て い る とい うこ とは、男女共働き

で あ るこ と （その方が世帯収入は必然的に多くな

る）を反映 して い るの か もしれない。二 項 ロ ジ ッ

トにする と、男性では既婚者は肯定的であ り、 目

本の よ うな男女の意識の 乖離はない。ただ し こ の

結果は、一
調査時点にお ける回答者の 意識 と周辺

環境の 関係を示 し て い るに過ぎない
。 例えば結婚

が有意だか らとい っ て 、 結婚行動→ 意識 とい うよ

うな因果関係が実際にあ るとは限 らない。

（4 ） B臣 S のパネル 調査デー
タの 分析か ら

　BHPS で はこ の 意識項 目を隔年で尋ねて い る 。

こ こでは 1991年か ら 2003年の データをマ
ージ し

たもの を用い るが、結果的に こ の 意識項 目を用 い

る こ とが で き る の は奇数年実施の 7回分で ある 。

　パ ネル デー
タの ロ ジ ッ ト・モデル （固定効果〉

は個人 iによっ て個別の効果 が入 り、回帰係数の

一致推定を得るの が困難な付随パ ラメータ問題 を

抱えて い る。 そ こ で本要旨ではラ ン ダム効果推定

の 結果を記述す る （誤差項全体の 分散に対 し q の

分散 の 占める割合が 0 であ る、とい う帰無仮説 は

棄却された の で、プーリン グ推定で はなくパ ネル

分析の推定が正 当化 される）。

　男女 とも教育は ク ロ ス セ ク シ ョ ナル 分析 と同 じ

結果になっ てい るが 、 異なる の は収入 と結婚状態

の変数で ある。世帯収入が多い とこ の意見に反対

する傾向が強まる。

一方、結婚の 変数は有意で は

なく、結婚行動が意識 の変化を伴 うとは言えない
。

こ の よ うな意識の 変化は 、 教育の 効果の ほか 、 経

済的環境が大きく影響 して い る こ とがわか る 。
こ

の ようにパ ネル 分析によ り、ク ロ ス セ クシ ョ ナ ル

な分析で 見出せ な か っ た効果を発 見する こ とが 可

能になる。

　　　　　　　　　　　　　　　 （中澤　渉）

（図表及び参考文献な どの詳細は，当日資料 と し

て 配布する。 なお ， 本研究は独 立 行政法人 日本学

術振興会科学研究費補助金 ・基盤研究（S）「現代 日

本の若年者の行動 と意識の変容に関する総合的研

究」 （研究代表者　石 田浩）、奨学寄附金 ・株式会

社ア ウトソーシ ン グ （代表取締役社長土井春彦 ・

本祉 ・静岡市〉、 厚生労働科学研究費補助金 「若年

者の就業行動 ・意識 と少子高齢社会の 関連に関す

る実証研究」（主任研究者 佐藤博樹〉によ る研究

成果の
一

部で ある）
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